
素材産業を巡るGX等の政策動向

2026年9月17日

製造産業局素材産業課
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素材産業の主なサプライチェーン

• 自然界の物質を加工し、製品製造に使いやすい素材に変え、付加価値をつけて提供。
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石油化学産業の概観

• 日本の化学産業は、ナフサ分解によりエチレン等の基礎化学品を製造・供給することにより、自動車や電気電子産業
など、川下産業の競争力の源泉となっている。

• 加えて、機能性化学品（半導体材料、ディスプレー材料など）等に注力。現状、売上規模は小さいが世界シェアの高
い製品を多く有し、利益を確保。
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製造業における素材産業の位置づけ

•素材産業は、事業所数、従業者数、製造品出荷額等、付加価値額が製造業全体の約２割を占める。
自動車に次ぐ製造業第２位の規模。

（注）素材産業は、日本標準産業分類の製造業のうち、以下の合計
①化学工業、プラスチック製品製造業、ゴム製品製造業（化学産業）、②パルプ・紙・紙加工品製造業（紙・パルプ産業）、③窯業・ガラス・同製品製造業（ガラス産業）
④セメント・同製品製造業（セメント産業）、⑤耐火物製造業、炭素・黒鉛製品製造業、研磨材・同製品製造業、骨材・石工品等製造業（その他窯業品産業） ※（）内は略称

（出典）2024年経済構造実態調査（製造業事業所調査）より作成 4
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日本の素材産業の国際競争力

•我が国の素材産業は、高機能部素材を中心に、国際的なシェアが高い製品を多く産み出しており、高い
競争力を保持。

• 最終製品に不可欠な高機能部素材をグローバルに展開しており、製品供給を通して我が国の不可欠性の
確保・維持に貢献。

＜日系部素材産業の世界市場における位置づけ（2022年）＞
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日本の素材産業のCO₂排出の現状

出所：国立研究開発法人 国立環境研究所 日本の温室効果ガス排出データ（1990~2023年度）確報値を基に作成
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1: CO2の部門別排出量【電気・熱配分後】データを使用
2: 製造業部門は、「エネルギー起源/産業/製造業」と「非エネルギー起源/工業プロセス及び製品の使用」の合算値
3: 化学部門は、 「エネルギー起源/化学（含石油石炭製品）」と「非エネルギー起源/化学産業」の合算値、窯業セメント部門は、 「エネルギー起源/窯業・土石製品（セメント焼成等」と「非エネルギー起源/鉱物産業」の合算値

約5,500万t

セメント産業
約4,500万t

約1,700万t

• 我が国のCO₂排出のうち、製造業が占める割合は36%。

• 製造業のCO₂排出のうち、素材産業（鉄鋼、化学、窯業・セメント、紙・パルプ業）で7割強。

産業部門の38％削減に向けて、素材産業のGXが不可欠。



【参考】GX投資支援策の主な実行状況
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革新技術
開発

既に１兆円
規模を措置

・排出量を半分以下に削減する「革新電炉」、ケミカルリサイクル・バイオリファイナリー・
CCUS等

・家庭の断熱窓への改修（住宅の熱の出入りの７割を占める窓の断熱性を強化）

・高効率給湯器（ヒートポンプ等）の導入

・電動車/蓄電池の導入支援 等

・水素等の価格差に着目した支援策 等

・中小企業等の省エネ支援（３年間で7,000億円規模を措置）
・GXスタートアップ支援（５年間で2,000億円規模を措置） 等

多排出産業
の構造転換

くらしGX

水素等

中小企業・
スタートアップ等

10年間で
1.3兆円~

３年間で
２兆円～

15年間で
３兆円~

3~5年間で
１兆円～

税制措置
・グリーンスチール、グリーンケミカル、SAF、EV等の生産・販売量に応じた税額控除を
新たに創設

次世代再エネ
10年間で
１兆円~

・脱炭素効果の高い革新的技術開発を支援する「グリーンイノベーション基金」

による代表例：

①次世代太陽電池（ペロブスカイト）について開発を進め、25年から市場投入

②水素還元製鉄について実証機導入は26年から開始

③アンモニア専焼に成功し、マレーシアで26年から商用化（MOU締結）等

※ アンモニア船のR＆D支援（加えて、ゼロエミッション船等への生産設備支援）あり。

・革新的GX技術創出事業(GteX)により大学等における基盤研究と人材育成を支援

・電力消費を抜本的に削減させる半導体技術（光電融合）の開発支援 等

年間数兆円規模の再エネ導入支援策（FIT制度）等に加え、
・ペロブスカイト、浮体式洋上風力、水電解装置等のサプライチェーン構築支援と、
ペロブスカイトの導入支援の検討 (GI基金に加え、10年間で1兆円規模を措置）

第11回GX実行会議資料より抜粋
（令和6年5月13日）



「GX2040ビジョン（2025年2月閣議決定）」の主な進捗
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第17回GX実行会議資料より
抜粋（令和8年8月26日）
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化学品製造の流れとGXの方向性

◆ 化学産業のカーボンニュートラルの実現に向けては、
①ナフサ分解炉の熱源や石炭火力等の燃料をアンモニア等脱炭素燃料へ切り替える「燃料転換」
②ナフサ由来の原料から転換する「原料転換」（バイオエタノールや廃プラスチックからの化学品製造）

を並行して進めることが重要。
◆ BASF等の海外企業では、化学製品の低ｶｰﾎﾞﾝﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄを訴求する動きが見られ、CBAM（炭素国境調整措置）も見据えると、従来

の高機能という我が国の強みに加え、低炭素な化学品の供給拡大が不可欠。



GI基金：CO2等を用いたプラスチック原料製造技術開発（国費負担額：上限1,093.3億円）

• プラスチック原料のほとんどはナフサ由来であり、化学産業から排出されるCO2の約半分が

ナフサを分解してエチレン、プロピレン等の基礎化学品を製造する過程等に起因

• また、廃プラスチックの約84%がリサイクルされているが、この内約57%がゴミ焼却発電

等の熱源として利用され、最終的にはCO2として排出されているため、抜本的な対策が必要

• 現行はナフサ分解炉から発生するオフガス
(メタン等)が熱源。

• 本事業では、ナフサ分解炉の熱源をカーボン
フリーであるアンモニアに転換する世界初の
技術を開発する。

熱源のカーボンフリー化によるナフサ分解炉の高度化技術の開発 廃プラ・廃ゴムからの化学品製造技術の開発

CO2からの機能性化学品製造技術の開発 アルコール類からの化学品製造技術の開発

• 廃プラ・廃ゴムからエチレン、プロピレン等
のプラスチック原料を製造する技術を確立。

• 収率60～80%で製造し、さらに製造時に排
出するCO2も従来の半分程度を目指す。

• ポリカーボネートやポリウレタン等の機能性化学品
を製造する際に、一部化石由来原料のCO2代替を目
指す。

• 電気・光学・力学特性等の機能性向上にも取り組む。

• アルコール類からエチレン、プロピレン等の
オレフィンを高収率(80～90%)で製造する
技術を確立する。

• グリーンアルコールの活用によるプラスチッ
ク原料の脱化石資源化を目指す。

廃プラ熱分解油（プラスチック原料）約850℃でナフサ熱分解している炉の熱源をアンモニアに転換

高機能ポリカーボネート
（カメラレンズ）

【CO2排出の７割程度削減を目指す】 【CO2排出の半分程度削減を目指す】

【CO2原料化を目指す】 【アルコール原料化を目指す】
エタノー
ルからプ
ロピレン
を直接製
造するパ
イロット
設備 10
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排出削減が困難な産業におけるエネルギー・製造プロセス転換支援事業

＜GXに向けた投資による競争力強化の方向性＞

外需獲得を中心とする輸出型の事業においては、付加価値領域に対するグリーン化を志向し、必要となるグリーンな化学製

品の供給力の確保を通じて、国際競争力の維持・強化を図る。それに向けて、既存のサプライチェーンの枠を超えて、グリーン

製品を創出しやすいマーケットイン型への更なる推進につなげる。

一方、内需を中心とする事業においては、脱炭素化と国内社会インフラの維持の両立を目的として、時間軸に十分留意し

ながら、グリーン化と原価低減の両立を目指す。特に、内需動向を見越した事業転換や企業連携、工場の立地の適正化など、

これまでの枠に捉われない企業行動を通じて、国内産業の更なる強化を目指す。

• 化学、紙パルプ、セメント等の排出削減が困難な産業において、自家発電設備等の燃料転換や製造プロ

セス転換に必要な設備投資に要する経費の一部を補助し、GXを後押しする予算事業を令和６年度から実

施。

• 令和７年度の予算事業については第1次公募で燃料転換2件（レゾナック、大王製紙）、製造プロセス転

換1件（大阪ソーダ）について、第2次公募で構造転換（製造プロセス転換）１件（三菱ケミカル・旭化

成・三井化学）について、採択決定。
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第17回GX実現に向けた専門家WG資料より
抜粋（令和8年４月16日）



第17回GX実現に向けた専門家WG資料より
抜粋（令和8年４月16日）
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日本成長戦略

⚫ 2025年11月、日本の供給構造を強化し、「強い経済」を実現する成長戦略を強力に推進するため、日本成長戦
略本部を立ち上げ。

⚫ 戦略分野（17分野）について、供給力強化策のみならず、新たな需要の創出や拡大策を含む、多角的・戦略的
なロードマップを取りまとめる。

⚫ その際、①当該分野の現状認識と目指す姿（目標）を整理し、

②日本としての勝ち筋の特定に加え、官民投資の具体像と定量的インパクトの見込み（道筋）を示した上で、

③実行に向けた課題を整理し、これを解消するために必要な複数年度の予算措置コミットメントや税制など投
資の予見可能性向上につながる政策パッケージ（政策手段）を提示する。

⚫ 2026年7月21日、日本成長戦略を閣議決定、官民投資ロードマップを日本成長戦略本部決定。

１．大胆な政策パッケージによって民間投資を引き出すことで、企業による自律的・継続的な成長を実現する

２．民間投資のボトルネック（不確実性要因、リソース制約）の解消と、更なる投資を促すアクセラレーターの保有を両輪とする

３．経済安全保障の観点から、我が国の自律性・不可欠性確保を実現する
✓ チョークポイントとなる資源・部素材等の調達先の多様化、資源循環等の政策的工夫をビルトインする
✓ 国際的な産業構造の中で我が国の存在が不可欠となるための製品・技術等の維持・強化（技術流出の防止等）や市場拡大を図る
✓ 「国内で構築すべき機能」と「有志国等と連携して構築すべき機能」の具体化を図る

４．政策パッケージは、事業フェーズを踏まえた上で、「需要・市場の創出・形成」と「新たな技術の社会実装」を重視する

５．戦略１７分野と分野横断的課題の戦略的な相互連携を図る

官民投資ロードマップ策定に当たっての「５つの基本的考え方」



17の戦略分野における官民投資の促進
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第17回GX実行会議資料より
抜粋（令和8年8月26日）
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第17回GX実行会議資料より
抜粋（令和8年8月26日）
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今後の方向性：日本成長戦略「GXケミカル」
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まとめ
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・素材産業は、国内製造業の約2割を占める基幹産業である一方、CO₂多排
出産業でもあり、脱炭素化は必要不可欠。

・このため、GI基金事業等を活用し、素材産業の脱炭素化技術開発・社会実
装を推進。

・さらに、安定供給や社会インフラの維持に留意しながら、企業連携や生産拠
点の最適化を含む構造転換を進めるとともに、需要創出とGX投資の促進を
図る。
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